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秋田県港湾・河川の船舶利用適正化要綱
（目的）

第１条 この要綱は、港湾区域等及び河川区域における船舶の係留保管の

秩 序を確立することにより、県民生活の安全の確保を図るとともに、

景観 の回復、創出及び公共の水域を利用した円滑な経済活動並びに公

共の水 域周辺の良好な生活環境の保持に資することを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該 各号に定めるところによる。

一 港湾区域等 公共の用に供する水域のうち港湾管理者・秋田県が国

土

交通大臣から認可を受けた水域及びこの水域に隣接する陸域のうち港

湾

管理者が指定した港湾隣接地域をいう。

二 河川区域 河川法（昭和 39 年 7 月 10 日法律第 167 号）第 9 条第 2
項の規定により秋田県が管理する区域内の一級河川及び二級河川に係

る

河川法第 6条に規定する区域をいう。
三 船舶 浮遊力を利用する構造物をもって、人又は貨物を積載し、自

航、

えい航を問わず、水面を移動するために用いられるものをいう。

四 係留保管 船舶を、水面においては常時係船し、陸上においては船

台

等に常時定置することをいう。

五 係留保管施設 係留保管の用に供するために、国、地方公共団体、

そ

の他係留保管を行う水面域又は陸上の土地に正当な権原を有する者が

設

置した施設及びその水面域又は陸上の土地をいう。

六 係留保管施設等 係留保管施設又は所有者等が係留保管をする正当

権

原を有する水面域又は陸上の土地をいう。

七 放置 公共の水域等において、所有者等が船舶から離れて直ちに移

動

することが出来ない場合をいう。ただし、所有者等が正当な権原に基
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づ

き、船舶を係留し、又は保管する場合は、この限りでない。

八 所有者等 船舶の所有権、占有権又は使用権を有する者をいう。

九 事業者 船舶の販売又は係留保管を業とする者をいう。

十 水域等管理者 港湾法（昭和 25年法律第 218号）第 2条第 1項に規
定する港湾管理者、漁港漁場整備法（昭和 25 年法律第 137 号）第 25
条第 1項に規定する漁港管理者、河川法（昭和 39年法律第 167号）第 7
条に規定する河川管理者、海岸法（昭和 31年法律第 10号）第 2条第 3
項に規定する海岸管理者その他の公共の水域等を法令に基づき管理す

る

者をいう。

（県の責務）

第３条 県は、船舶の係留保管の適正化を図るため、国、市町との連携を確

保

しつつ、総合的な施策を推進するものとする。

２ 県は、関係団体等との連携を確保しつつ、所有者等が適正な係留保管を

す

るよう指導するものとする。

３ 県は、関係機関と連携して、所有者等に対し、その責務についての自覚

を

促すため、船舶に係る法令等や利用上の基本的秩序について周知させるな

ど、

広報及び啓発活動に努めるものとする。

（所有者等の責務）

第４条 所有者等は、係留保管施設等を確保し、船舶を適正に係留保管しな

け

ればならない。

２ 所有者等は、関係法令を遵守するとともに、港湾区域等及び河川区域の

周

辺の生活環境及び景観の保全に配慮し、船舶の適正な利用に努めなければ

な らない。

３ 所有者等は、県が実施する港湾区域等及び河川区域の利用の適正化に関

す

る施策に協力しなければならない。
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（事業者の責務）

第５条 事業者は、所有者等に対して港湾区域等及び河川区域における船舶

の

係留又は保管に関する情報を提供するよう努めるとともに、港湾区域等

及 び河川区域の利用の適正化に関する施策に協力しなければならない。

（係留保管の規制措置等）

第６条 知事は、港湾区域等及び河川区域における船舶の係留保管について、

他の法令で定めるところにより、規制措置等を行うことができる。

２ 知事は、河川区域において放置されている船舶の撤去を重点的に行う区

域

（以下「重点的撤去区域」という。）を指定することができる。

３ 放置されている船舶で、所有者等が不明の場合において、港湾法第５６

条

の４及び河川法第７５条の規定に基づき管理者が移転若しくは撤去の措置

を 行うことができる。

４ 放置されている船舶で、所有者等が明らかな場合において、知事が行う

移

動の指導若しくは勧告又は命令に対し、その措置を履行しない場合におけ

る 代執行に関しては、行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）の定める

とこ ろによる。

（係留保管適正化計画）

第７条 知事は、船舶による港湾区域等及び河川区域の係留保管の適正化を

総

合的に推進するため、適正化計画（以下「係留保管適正化計画」という。）

を定めなければならない。

２ 係留保管適正化計画においては、次の事項について定めるものとする。

一 船舶の放置の防止に関する事項

二 係留保管施設整備に関する事項

三 その他船舶の係留保管適正化の推進に関する事項

３ 知事は、係留保管適正化計画を各水域等管理者と協同で定めることがで

き

るものとする。この場合において、知事は、関係市町長及び関係機関の意

見 を聴くものとするほか、必要と認めるときは、学識経験者、事業者、漁
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業協 同組合等の意見を聴くことができる。

４ 係留保管適正化計画は、必要に応じ変更することができる。

（係留保管誘導区域の指定）

第８条 知事は、次の各号のとおり係留保管誘導区域として指定することが

で

きる。

（１） 水域等管理者が恒久的に設置した係留保管施設等（ただし、漁船

用 船揚場及び漁船用船だまり施設を除く。）

（２） 船舶の航行の安全等の確保及び周辺の生活環境等の保全に支障を

及

ぼさないと認められる範囲内において、船舶を暫定的に係留させる

た

めの区域（以下「暫定係留保管区域」という。）

２ 知事は、係留保管誘導区域を指定しようとする場合には、指定しようと

す

る区域を管理する水域等管理者と協議するものとする。

３ 知事は、係留保管誘導区域を指定する場合には、これを公示するものと

す

る。

４ 知事は、係留保管誘導区域を変更し、又は係留保管誘導区域の指定を解

除

することができる。

５ 第２項及び第３項の規定は係留保管誘導区域の変更又は指定の解除につ

い

て準用する。

（係留保管使用許可等）

第９条 前条に規定する係留保管誘導区域に係留保管しようとする者は、公

共

水域等の管理法令等に基づく許可を受けなければならない。

２ 知事は、前項の許可のうち暫定係留保管区域の許可については、使用料

の 納付を確認後、係留保管使用許可標識（ステッカー）（第１号様式）を交

付 するものとする。

３ 前項の使用許可標識の交付を受けた者は、当該標識を船舶の視認しやす

い
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位置に貼付しなければならない。

附則

この要綱は、平成２０年１月８日から適用する。

第１号様式

「係留保管使用許可標識」

表示区分

① 年度別 平成年→Ｈ●●

② 係留場所 港別を表示する。

③ 管理番号 ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ及び数字で表示

④ 色別 橙色


